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序．委員会の目的

◆委員会の目的

◆委員会の位置づけ

本委員会は、仙台湾内に位置する仙台塩釜港、石巻港、松島港（以下、統合港湾という）
を対象とし、近年の経済社会及び港湾行政の動向を踏まえて、統合港湾が宮城県はもとよ
り東北地方の産業及び生活基盤として、地域経済の活力維持や暮らしの安定に貢献してい
くため、３港が一体となった統合港湾の将来ビジョンとその実現に向けた戦略について検討
するものである。
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序．検討フロー

◆戦略ビジョン検討フロー

１．仙台湾各港の現状
1.1 各港の歴史と概要
1.2 各港の利用状況
1.3 港湾計画の概要と進捗状況

２．経済社会環境の動向
2.1 我が国の港湾行政の動き
2.2 東北及び宮城県の経済社会動向

３．統合の必要性
3.1 仙台湾のポテンシャル
3.2 統合の必要性

４．将来ビジョンとその実現に向けた戦略
4.1 統合の目標と方針
4.2 統合港湾の将来ビジョン
4.3 役割を果たすための基本戦略
4.4 役割分担
4.5 統合の効果
4.6 将来ビジョンの実現に向けた取り組み戦略

５．将来ビジョンの実現に向けた取り組み施策
5.1 取り組み施策
5.2 施策の段階的取り組み
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【戦略ビジョン（統合一体化）】

【震災復興】

１．震災による港湾の被害と復旧・復興状況
1.1 東北地方太平洋沖地震及び津波の概要
1.2 宮城県公共土木施設等の被害状況
1.3 宮城県港湾の被災状況
1.4 各港の復旧状況

２．震災による産業・日常生活に及ぼした影響

３．震災復興に向けた取り組み
3.1 宮城県震災復興計画（第２次案：平成23年7月）
3.2 東北における仙台湾の港湾の重要性

－2－



２．経済社会環境の動向

２．１ 我が国の港湾行政の動き

（１）我が国を取り巻く経済社会環境の変化

①経済のグローバル化と国際競争の激化
○90年代、社会主義の崩壊や運輸・通信技術の飛躍的発展により、世界的に自由貿易圏が拡大

⇒工業や農業などの産業は厳しい国際競争に晒される
○企業は、国際競争に生き残るため、生産・販売拠点をグローバルに展開
⇒安価で豊富な労働力を求めて、中国をはじめとするアジア諸国への進出が急速に進展

○世界の企業による設備投資や豊富な資源貿易を背景に、ＢＲＩＣＳ（ブラジル、ロシア、イ
ンド、中国）と言われる新興国が世界経済の中で台頭
⇒なかでも中国の経済成長は著しく、2010年にはＧＤＰで日本を抜いて世界第２位まで躍進

○新興国の経済成長は、当該国の所得向上により、先進国の産業にとって新たな市場をもたら
す一方で、新興国の工業化を進展させ、より厳しい競争を強いられることとなった。
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②アジア中心に変化した世界の貿易構造
○中国を中心としたアジア諸国への海外企業の進出が増加したことで、世界の貿易構造も

大きく変化
⇒東アジアを中心とした貿易構造に変化

○我が国企業の中国等アジア諸国への進出と国際分業の進展
⇒東アジアとの貿易量が拡大し、外貿コンテナ貨物量に占めるアジア航路貨物が急増

我が国・アジア諸国・欧米間の貿易構造の変化

ＡＳＥＡＮ：ブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム
ＮＩＥｓ：韓国、台湾、香港、シンガポール

出典：通商白書
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③世界の資源・エネルギーの争奪戦の激化
■膨張するアジアのエネルギー需要
○中国の経済成長に伴うエネルギー需要の増大によって、2030年のアジアのエネルギー需要は
2000年の２倍以上になると想定されている。

■崩れ始めた穀物需給
○発展途上国の急激な人口増加や、世界有数の穀物輸出国であった中国が2000年から輸入国に

転じたことにより、世界の穀物供給バランスは大幅に変わりつつある。
○また、近年の異常気象などの影響で穀物価格が乱高下するという事態も起きており、供給不足
をさらに深刻化させている。

■先進国の中でも特に低い穀物、食料自給率
○我が国の食料自給率は先進国の中でも特に低く､カロリーベースで約６割を輸入に頼っている｡

飼料自給率も26％と低い。
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④グローバル化の進展、資源・エネルギー争奪の激化の中で、重要性が高まる港湾の役割
■アジアの成長を取り込むための重要性の増大
・今後とも世界経済を牽引していくのは中国・東南アジア・インド等のアジア経済圏
・一方で我が国は、人口減少と世界に例を見ない急速な高齢化社会に突入
・我が国が一定の経済成長を維持していくためには、経済交流により、中国をはじめとするアジア諸国

の成長を国内に取り込むことが不可欠
・このためには、経済交流の根幹を成す貿易において、様々な規制や障壁をなくしていくとともに、我が

国の実体貿易のほとんどを担う海上輸送の強化が必要
⇒港湾は、我が国の各地方圏とアジア諸国の結び付きを密接化していくための社会資本として、その

重要性が一層高まるものと考えられる。

■国内雇用の確保に果たす役割の増大
・国内の雇用確保のために国内産業の維持が必要
・また、アジア諸国の工業化による安価な輸入商品の増加は、国内市場での価格競争を激化
・国内産業が、国内に生産拠点を維持しながら、国際市場の中でコスト競争に勝ち残っていくためには、

海外との貿易の主力輸送機関である海上輸送コストの削減が必要
⇒国内雇用確保の面でも物流において港湾の果たすべき役割は大きくなる。

■国民生活や産業活動の維持における役割の増大
・世界の工場となった中国をはじめとする新興国の経済発展により、世界各国のエネルギーや資源の争

奪が激化
・国民生活や産業活動の維持のためには、エネルギーや資源の安定的確保が必要
・国内産業の国際競争力強化のためには、エネルギーや原材料となる資源の輸入コストの低減が必要
⇒バルク貨物輸送における超大型船輸送への対応や輸入拠点化、備蓄基地化等を進めていく必要

がある。
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我が国港湾の国際競争力強化に向けた投資の選択と集中
○港湾の役割が高まる一方で、アジア諸国の港湾に対する我が国港湾の競争力が低下
しており、海上コンテナ貨物の取扱い順位の低下や基幹航路寄港数の減少を招いて
いる。

○このような状況下、我が国産業の国際競争力や国民生活の安定に直結する港湾競争
力を高めるため、国際コンテナ戦略港湾や国際バルク戦略港湾、重点港湾の選定と
いった港湾投資の「選択と集中」が進められている。
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（２）我が国の港湾における選択と集中の加速化

①国際コンテナ戦略港湾の目的と選定結果

○「新成長戦略（元気な日本）復活のシナリオ」（2010年6月18日閣議決定）の実現

○アジア⇔北米・欧州等の基幹航路の日本への寄港を維持・拡大

○さらなる「選択」と「集中」

【選定結果】 ○京浜港（東京港・川崎港・横浜港） ○阪神港（神戸港・大阪港）

②国際バルク戦略港湾の目的と選定港湾

○資源、エネルギー、食料等の安定的かつ安価な供給のため、国際バルク戦略港湾を選定

【選定結果】

○穀物 ：鹿島港、志布志港、名古屋港、水島港、釧路港

○鉄鉱石：木更津港、水島港・福山港

○石炭 ：徳山下松港・宇部港、小名浜港

③重点港湾の目的と選定港湾

○重点港湾とは、重要港湾103港のうちから、重点的に投資する「選択と集中」を港湾政策にも徹底す

るという目的で国土交通大臣が指定した港湾のことである。

○国土交通省が平成23年度以降も国直轄で新規事業を実施する重点港湾を32道府県43港選定した。

④港湾法の改正

○港湾法の改正（平成23年4月1日施行）により港湾の種類が改正

○特定重要港湾が廃止され、国際戦略港湾、国際拠点港湾を創設

・国際戦略港湾（京浜港、阪神港）：我が国港湾の国際競争力強化のため、国際コンテナ戦略港湾を

港湾法上の港格として新たに「国際戦略港湾」と位置づけた

・国際拠点港湾：現行特定重要港湾のうち国際戦略港湾を除く港湾 ※仙台塩釜港が該当
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（３）新たな国土形成計画の動き

①国土形成計画の概要【新たな国土形成計画－全体計画の基本方向－】
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①減少する人口・増加する老年人口割合

○東北の人口は、国勢調査によると平成12年から平成17年で減少に転じており、964万人となっている。
○宮城県の人口も減少しており、236万人となっている（東北第1位、全国第15位、全国シェアは1.8％）
○東北の老年人口(65歳以上人口)比率は、平成17年で23.2％となっており、全国より3ポイント高い。
○宮城県の老齢人口比率は、20.0％で全国より0.2ポイント低い。
○東北、宮城県ともに今後は人口減少と高齢化が進むことが予測されている。

東北の県別人口及び推計人口の推移
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資料：日本の都道府県別将来推計人口(H19.5　国立社会保障・人口問題研究所)
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２．２ 東北を取り巻く経済社会の動向

（１）東北及び宮城県の経済社会動向
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②大きく発展してきた東北及び宮城県の工業

○東北の製造品出荷額等は、昭和55年の7兆6千億円から平成21年には14兆2千億円と約２倍に増加
しており、対全国比率も4.1％から5.5％に増加している。

○同様に宮城県の製造品出荷額等は、1兆9千億円から2兆9千億円と約1.5倍に増加している。
○東北及び宮城県ともに、製造品出荷額等の増加率は、全国を上回っている。

製造品出荷額等の増加比率(S55=100)
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資料：工業統計（経済産業省）

資料：工業統計（経済産業省）

東北の製造品出荷額等と対全国比率の推移
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③市町村合併が進む宮城県

○平成15年以降の市町村合併により10市59町2村(計71市町村)が現在は13市21町1村(計35市町村)
○また、石巻市も平成17年4月に周辺の６町と合併

平成15年3月時点：10市59町2村
（計71市町村）

平成22年11月現在：13市21町1村
（計35市町村）
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栗駒町

鶯沢町

一迫町

岩出山町
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田尻町

豊里町
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築館町
迫町

若柳町

金成町

志波姫町 石越町

中田町

登米町

東和町

本吉町

歌津町

志津川町

津山町

気仙沼市
唐桑町

高
清
水
町

小牛田町

石巻港

仙台塩釜港
仙台市

気仙沼市

東松島市
松島町

山元町

丸森町

角田市

亘理町

白石市

七ヶ宿町

蔵王町

川崎町

村田町

名取市

岩沼市
柴田町

大河原町

大和町

富谷町
利府町

塩釜市
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七ヶ浜町

大郷町

大衡村

色麻町

加美町

南三陸町

涌谷町

女川町

仙台市

登米市

栗原市

大崎市

美
里
町

石巻市

石巻港

仙台塩釜港

松島港
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④市町村合併の進展に伴い、都市計画区域も統廃合

○仙塩広域都市計画区域と石巻広域都市計画区域が接続し、仙台湾に経済軸を形成している。
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⑤道路整備等に伴い拡大する商圏

○超広域型の仙台青葉商圏は、県東部を除く県全体を商圏範囲としている。
○広域型の旧石巻商圏は前回調査と比較し、15.2％増となっており、県東部を商圏範囲としている。

宮城県の商圏分布（平成20年）

仙台青葉商圏と旧石巻商
圏がそれぞれ拡大し、一
体化しつつある

資料：消費購買動向調査報告書
より(H21.3)

※「旧○○商圏」とは、これまでの調査との比較を行うため、合併後
の新市町としてではなく、旧市町村ごとに分析を行った商圏である。
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⑥拡大する仙台大都市圏（総務省：1.5％都市圏）

○「仙台大都市圏」は石巻市、栗原市、登米市を含めた範囲まで拡大（平成17年国勢調査結果より）

【大都市圏の定義：総務省】

・中心地：東京都区部および政令指定都市

・周辺市町村：中心地への15歳以上通勤・通学者数の割合が当該市町村の常住人口の1.5％以上であり、

かつ中心地と連接している市町村

仙台大都市圏(1.5％都市圏）の変遷(定住地による仙台市への通勤通学者比率）

昭和50年 平成17年

気仙沼市

東松島市
松島町

山元町

丸森町

角田市

亘理町

白石市

七ヶ宿町

蔵王町

川崎町

村田町

名取市

岩沼市
柴田町

大河原町

大和町

富谷町
利府町

塩釜市

多賀城市七ヶ浜町

大郷町

大衡村

色麻町

加美町

南三陸町

涌谷町

女川町

仙台市

登米市

栗原市

美
里
町

石巻市

鳴子町

岩出山町

古川市

三本木町 松山町

鹿嶋台町

田尻町

小牛田町

唐桑町

本吉町

新地町
(福島県)

相馬市
(福島県)
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⑦年間600万人訪れる松島地区

○松島地区には年間600万人の観光客が訪れている
○そのうち、約350万人が松島海岸に訪れ、東北地域では第２位の観光地である
（第１位 陸中海岸国立公園）

観光客入込数の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

松島地区 松島海岸(千人)

※松島地区（松島町、塩竃市、七ヶ浜町）

資料：観光統計概要（宮城県）

単位：千人

日本三景 入込数

 松島地区 5,895

     松島海岸 3,473

 廿日市市宮島 3,447

     厳島神社 1,917

 宮津市 2,695

     天橋立 1,720

資料：全国観光動向

日本三景の入込客数（平成20年実績）

東北の主な観光地入込客数（平成20年実績） 松島地区入込客数の推移

注：松島地区（松島町、塩竃市、七ヶ浜町）

入込数

① 十和田八幡平国立公園(十和田) 2,286

② 浅虫・夏泊 1,457

③ 深浦･鰺ヶ沢･十二湖 1,026

④ 岩木山 805

⑤ 芦野池沼群 716

青　森　県

観光地名
入込数

① 陸中海岸国立公園 5,443

② 十和田八幡平国立公園(八幡平) 2,129

③ 平泉 1,968

④ 遠野盆地 1,520

⑤ 八幡平・藤七地区 1,090

岩　手　県

観光地名

入込数

① いわき・ら・ら・ミュウ 2,288

② 磐梯高原 1,884

③ 郡山カルチャーパーク 1,137

④ 伊佐須見神社 1,082

⑤ 大内宿 1,080

福　島　県

観光地名

入込数

① 松島海岸 3,473

② 竹駒神社 1,611

③ 定義如来 1,028

④ マリンゲート塩竃 991

⑤ 仙台城址･瑞鳳殿・博物館等 988

宮　城　県

観光地名

入込数

① 男鹿半島 1,828

② 八幡平 1,084

③ 鳥海高原 896

④ 田沢湖周辺 733

⑤ 十和田湖 732

秋　田　県

観光地名

資料：全国観光動向

入込数

① 松岬公園 1,856

② 蔵王エコーライン 870

③ 山寺 737

④ 酒田夢倶楽 710

⑤ 西蔵王高原ライン 661

山　形　県

観光地名

単位：千人

4
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⑧整備が進む高規格幹線道路等

今後の主な開通予定
○平成２３年度

みやぎ県北高速幹線道路Ⅰ期 開通
○平成２４年度

仙台北部道路 富谷ＪＣＴ～国道４号間 開通
○平成２５年度

仙台松島線 ４車線化 完成
○平成２６年度

常磐自動車道 新地～山元間 開通
※これにより常磐自動車道全線開通

平成23年2月現在
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（２）東北で進む世界との結びつきの進展

①産業の国際化の進展

○我が国の全産業で、売上高に占める輸出額、仕入額に占める輸入額の比率は増加
○特に、東北地方の製造業における直接輸入額のシェアの増加率が高い

9 .3%

16 .2%

4 .0%

2 .0%

5 .3%

10 .6%

18 .2%

4 .7%

2 .5%

6 .1%

0 .1% 0 .1%
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6.0%

8.0%
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12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業

全国 東北

H15

H18

売上高に占める直接輸出額

出典：経済産業省東北経済産業局 企業活動基本調査（H22.3.11)
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10 .1%

5 .5 %
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12 .1%
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0 .7%
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8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業

全国 東北

H15

H18

仕入高に占める直接輸入額

出典：経済産業省東北経済産業局 企業活動基本調査（H22.3.11)

②東北でも進む海外進出

○東北地方の企業の海外進出件数は、企業数で160社、事業所数で279社
○進出先は中国が最も多く(54％)、次いで米国(9％)
○今後も、国内生産拠点と海外生産拠点間での部品や製品の物流量が拡大

(2005年1月調査)

県名 企業数 事業所数

宮城県 26 59

青森県 1 1

岩手県 25 41

秋田県 30 52

山形県 73 119

福島県 5 7

合計 160 279

出典：経済産業省　東北経済産業局HP

県別海外進出企業数・事業所数
国別進出事業所数シェア（東北６県）

タイ

5%

韓国

4%

その他

19%
台湾

4%

フィリピ

ン

5%

米国

9%

中国

54%

東北と海外の生産拠点間の
物流が拡大
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③東北の港湾・空港を利用した貿易額が増加

○東北地方における輸出入貿易額は年々増加（対全国比率は輸出1％、輸入2％）
○貿易相手地域は輸出入ともアジア地域が第１位
○東北地方の製造品出荷額等の対全国比率は5％～6％
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東北地域 輸出 東北地域 輸入
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(億円) 東北の港湾・空港を利用した輸出入額の推移

出典：横浜税関「平成21年東北地域の貿易概況」（平成22年4月）

 

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成21年

1,836,574 2,299,138 2,926,449 2,881,634 2,937,220 2,958,003 2,557,093

75,679 104,001 143,121 158,239 176,676 169,927 141,879

対全国比率 4.1% 4.5% 4.9% 5.5% 6.0% 5.7% 5.5%

19,300 25,401 33,783 34,495 37,782 35,702 28,576

対全国比率 1.1% 1.1% 1.2% 1.2% 1.3% 1.2% 1.1%

対東北比率 25.5% 24.4% 23.6% 21.8% 21.4% 21.0% 20.1%

注１）従業者４人以上の事業所
注２）製造品出荷額は実質値で平成17年価格

出典：工業統計　H21年は速報値

製造品出荷額等の推移

全国

東北

宮城県

製造品
出荷額等
（億円）

アジア
53.7%

北米
19.5%

西欧
13.0%

中南米
7.8%

その他
5.9%

東北地域の主要輸出相手地域（平成21年）

出典

横浜税関「平成21年 東北地域の貿易概況」

 

中東
19.5%

大洋州
19.2%

アジア
32.0%北米

14.0%

中南米
8.4%

その他
6.9%

東北地域の主要輸入相手地域（平成21年）

出典

横浜税関「平成21年 東北地域の貿易概況」
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⑤東北地方の外国人入込客数が増加
○東北地方の国際空港における外国人入国者数は、近年増加傾向

○「平泉」の世界遺産登録や「平泉、仙台・松島、会津若松」が外
客受入地方拠点に選定

○一層の外国人観光客の増加が期待

○今後は、交流体制の拡充とともに、空港や港湾のゲートウエイと
しての機能強化が必要

港湾・空港がゲートウエイとして機能

④東北で進む自動車産業の集積

○関東自動車、セントラル自動車、トヨタ自動車東北が2012
年7月の経営統合を表明

○トヨタ自動車東北は、宮城県大和町のエンジン工場の建設
再開を表明

○東北は国内第三の生産拠点となる

自動車関連物流のグローバルな展開
東北が世界と結びつく

河北新報7月14日
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日本の世界遺産

○「平泉」世界遺産登録決定（H23.6.26)
平泉は日本における世界遺産(文化遺産)の12番目として登録された。

○東北における訪日外国人旅行者の受入環境整備に係る外客受入地方拠点を選定
観光庁では、訪日外国人旅行者の受入の拠点となる戦略拠点及び地方拠点を選定し、国・地方公共団

体・民間事業者等が連携し、訪日外国人旅行者の受入環境の整備・充実を総合的に推進することで、全国
的に訪日外国人旅行者が安心して快適に、移動・滞在・観光することができる環境を提供し、訪日外国人
旅行者の訪問を促進するとともに、満足度を高め、リピーターの増加を図ることを目指している。
戦略拠点・地方拠点として、平泉、仙台・松島、会津若松が地方拠点として選定された。

「平泉」世界遺産登録決定

－21－


